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はじめに01

 ⽇本の少⼦化は急速に進⾏してきた。少⼦化の進⾏により、学校教育の
対象である児童・⽣徒数も減少しており、⽂部科学省が集計した学校基本
調査（2023）によれば、⼩学校と中学校の在学者数は1986年を境に減少
が続いている。
 ⼀⽅、教員数を⾒ると、2000年代半ば以降、概ね横ばいで推移している
ことがわかる。仮に、この傾向が今後も続いていくとした場合、現在問題
となっている「教員不⾜」が解消される可能性もあるといえる。
 このようなことから、現⾏の学校教育制度の持続可能性を考える上で課
題の⼀つとされている教員不⾜の状況が今後変化する可能性があると考え
られる。
 そこで、本研究では⼀定の前提に基づき、児童・⽣徒数と教員数の将来
推計を⾏って、将来における教員不⾜の動向を分析し、現⾏の学校教育制
度の持続可能性について考察することを⽬的として研究を⾏う。

出典：NHKニュース 2023年12⽉29⽇�7時19分配信
（最終アクセス2024年1⽉13⽇�17:55）
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研究の背景と⽬的02
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1965�年12�⽉、ユネスコの成⼈教育推進国際委員会において継
続教育部⻑ラングラン（Lengrand.�P�.�）は「⽣涯教育」と題
するワーキング・ペーパーを提出,�同委員会は彼の主要論旨を
承諾し、ユネスコ事務局⻑に対して「ユネスコは⽣涯教育原理
を保障すべきである」と勧告した。（佐藤,�1989）
これを機に、⽇本でも⽣涯教育を基にした教育⽅針が、学校教
育の根幹となってきた。

背景�−教育の現状と課題点−
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森光（2007）は、学級制度が主体となっていることを⽰した
上で、「学級という集団は⽂化の伝達の⽅法としては極めて効
率の良い⽅法として今⽇でも引き継がれている」と述べた。
学校教育の根幹が現在まで引き継がれていることの証が現れて
いるといえるだろう。

背景�−教育の現状と課題点−02
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⽂部科学省（2016）は、「⽇本では、教員が、教員指導、⽣
徒指導、部活指導等を⼀体的に⾏うことが特徴となっており、
⼦供たちに必要とされる資質・総⼒を育むことができるように
発展してきた姿」であるとする⼀⽅で、「教員に⼤きな負担を
強いている状況にある」とも述べており、「教員数を増加し業
務を分配することで⼀⼈当たりの裁量を減少させない限りは、
現状のままの指導体制で、これまでと同様の効果を上げていく
ことは困難になっている」との⾒解を⽰している。

背景�−教育の現状と課題点−02
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⼀⽅、⽂部科学省が集計した学校基本調査（2023）に基づく
⼩学校と中学校における教員数と在学者数の年次推移を⽰した
図１と図２を⾒ると、在学者数は1986年を境に減少する⼀⽅
なのに対して、教員数は2000�年代半ば以降、概ね横ばいで推
移していることがわかる。1989�年から2023�年までの増減⽐
で⽐較すると、⼩学校在学者数は0.630倍、中学校在学者数は
0.565倍であるのに対して、⼩学校教員数は0.952倍、中学校
教員数は0.864倍と明らかに在学者数の減少数が⼤きいことが
わかる。この傾向が同推移で今後も続いていく場合、「教員不
⾜」が解消される⾒込みもあるといえる。

背景�−教育の現状と課題点−02
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図１：⼩学校と中学校における在学者数の年次推移

出典：⽂部科学省「学校基本調査�年次統計」（2023）より筆者作成

図２：⼩学校と中学校における教員数の年次推移



「教員不⾜」の将来における動向を明らかにする
と共に、

現⾏の学校教育制度が将来においても継続できるか否か
について考察する。

研究の対象としては、学校教育法において「⽇本国⺠として必要な基礎学⼒を⾝につける」且つ「公⺠として必
要なルールを⾝につけさせること」とされている義務教育期間を対象とする。

そこで、本研究では「教員不⾜」に着⽬し、

背景�−教育の現状と課題点−02
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先⾏研究

「教員不⾜」か否かの判定には⼆通りの判断基準がある。

02
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先⾏研究

⾼良（1996）は、「教員不⾜」の実態に関して、就学率が⾼⽔準を保っており、かつ⼈⼝増加率が低い場合、教
員⼀⼈当たり⽣徒数が低下しない限り教員数は増⼤しないと結論している。

潮⽊（2005）は「教員需要」に焦点を当てて将来推計を⾏った。
本来＜「教員不⾜」の判定式①＞による「教員不⾜」の推計には、教員需要の将来推計だけではなく教員供給の
将来推計も必要なはずである。しかし、潮⽊の研究では「教員需要」のみの推計から＜教員不⾜の判定式①＞を
⽤いて「教員不⾜」を論じている。

中⻑期的に⾒た場合には、教員供給体制の再編も「教員不⾜」の解決にあたっては不可避であるとしているが、
まずは教員⼀⼈当たり⽣徒数の将来推計を⾏い、教員⼀⼈当たり⽣徒数をOECD諸国の⽔準に近づける制度変更を
検討しした上で、どのような供給体制を設ければよいかを議論するひつようがあると考えられる。
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教員数と⽣徒数に関する将来推計を実⾏し、
「教員⼀⼈当たり⽣徒数」を基に算出した「教員不⾜」の将来推計

（＜教員不⾜の判定式②＞）を⾏う

ことで、現⾏の学校教育制度の持続性について考察すると共に、教員供給体制の再編に有⽤な将来推計を提⽰す
る。

そこで、本研究では以上のような先⾏研究に基づき、

先⾏研究02
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項⽬ データ 出典

都道府県別将来推計⽣徒数 ⽇本の地域別将来推計⼈⼝ 国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所�(2018)

都道府県別将来推計教員数 ⽂部科学統計要覧 学校教育総括 ⽂部科学省�(2018�-�2023)

望ましい教員⼀⼈当たり⽣徒数 �Education�at�a�glance��に⽰された
�Average�of�OECD� OECD�Indicators�(2020)�

データ03

⾼良（1996）の先⾏研究を基に、望ましい教員⼀⼈当たり⽣徒数として、OECD諸国の平均値を採⽤した。
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ステップ ⽅法

１ 都道府県別将来推計⼈⼝（５年毎）から、都道府県別将来推計児童・⽣徒数を推計する。

２ 都道府県別将来推計教員数（５年毎）を推計する。

３ ⼩学校・中学校における教員⼀⼈当たり児童・⽣徒数を将来推計する。

４

⼩学校・中学校における教員⼀⼈当たり児童・⽣徒数の将来推計値を、
望ましい教員⼀⼈当たり⽣徒数である

OECD諸国の初等教育・前期中等教育における教員⼀⼈当たり児童・⽣徒数でそれぞれ割り、
⼩学校・中学校における教員不⾜指数を算出する。

⽅法03
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⼩学校における教員不⾜指数04

表１：⼩学校における教員不⾜指数の将来推計結果

出典：筆者推計

2025年度から2045年度までの５年毎の⼩学校における教員不
⾜指数の将来推計結果を⽰したものが表１である。
2025年度では1を超える都道府県が存在し、全国でも1.028と1
を超えており、教員不⾜の状態にあることがわかるが、2045年
度ではすべての都道府県で教員不⾜指数は1未満であり、「教員
不⾜」にはなっていない。また５年前の教員不⾜指数を上回る
都道府県も存在しない。
2045年度の教員不⾜指数が最も⾼いのは埼⽟県の0.804である
⼀⽅、最も低いのは和歌⼭県の0.443であり、⽇本全国では
0.741である。
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図２：都道府県別教員不⾜指数（⼩学校,�2025・2030・2035・2040・2045年度）

出典：筆者推計

⼩学校における教員不⾜指数04

また、これを都道府県地図と
して⽰したものが図２であ
る。
これによれば年次を追うごと
に教員不⾜指数が減少してい
くが、将来においてもその格
差が縮⼩するわけではないこ
とが観察される。
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中学校における教員不⾜指数04

表２：中学校における教員不⾜指数の将来推計結果

出典：筆者推計

2025年度から2045年度までの５年毎の中学校における教員不
⾜指数の将来推計結果を⽰したものが表２である。
2025年度では1を超える都道府県が存在し、複数の都道府県が
教員不⾜の状態にあることがわかるが、2045年度ではすべての
都道府県で教員不⾜指数は1未満であり、「教員不⾜」にはなっ
ていない。また５年前の教員不⾜指数を上回る都道府県も存在
しない。
2045年度の教員不⾜指数が最も⾼いのは東京都の0.892である
⼀⽅、最も低いのは秋⽥県の0.425であり、⽇本全国では0.712
である。
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図３：都道府県別教員不⾜指数（中学校,�2025・2030・2035・2040・2045年度）

出典：筆者推計

中学校における教員不⾜指数04

また、これを都道府県地図と
して⽰したものが図３であ
る。
これによれば年次を追うごと
に教員不⾜指数が減少してい
くが、将来においてもその格
差が縮⼩するわけではないこ
とが観察される。
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「教員不⾜」の未来05

本研究で⾏った将来シミュレーションによれば、

が明らかになった。
また、都市部と⽐較して地⽅部の⽅が「教員過剰」の傾向が⼤きく、現状のまま推移すれば、将来にわたり教員
不⾜指数の格差は残ったままであることが観察できた。
2023年度の補正予算案では「教員不⾜」問題への対応として５億円の予算追加を⾏うことが計画されているが、
これは直近の改善策としては有効である可能性はあるものの、中⻑期的な視点では無駄なコストとなってしまう
可能性もあると考えられる。

「教員不⾜」ではなく「教員過剰」となる未来
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学校教育制度の持続可能性05

教員数の適正化を考えるに当たっては、本研究で⽰した都市部と地⽅部の格差に留意するとともに、新規採⽤者
数なども考慮して⾏うことが必要である。冒頭でも述べたように、学校教育は「教科指導、⽣徒指導、部活動指
導等を⼀体的に⾏うことで⼦どもたちに必要とされる資質・総⼒を育む」とともに、「⽂化の伝達」の役割を担
ってきたとされており、この役割を達成するためには教員の最適分配が求められる。
このためには、本研究で提⽰したような将来推計⼈⼝に基づくシミュレーションを⽤いた定量的な議論が重要に
なると考えられる。

ただし、本推計は、将来の教員数が2�018�度〜2023�年度の変化率のまま推移すると仮定しているため、

⾃治体の⼈⼝減に伴い教員数を適正化することは考慮していない。
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おわりに06

本研究では⼀定の前提に基づき、児童・⽣徒数と教員数の将来推計を⾏い、将来における教員不⾜の動向を分析
し、現⾏の学校教育制度の持続可能性について考察することを⽬的として研究を⾏った。
本研究の結果によれば、2045年度には「教員不⾜」ではなく「教員過剰」となることが明らかになったととも
に、都市部と⽐較して地⽅部の⽅が「教員過剰」の傾向が⼤きく、現状のまま推移すれば、将来にわたり教員不
⾜指数の格差は残ったままであることが観察できた。
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おわりに06

しかしながら、本研究には残された課題もある。⼀点⽬は将来推計が2045年度までとなっていることである。
「教員不⾜」の⻑期動向を考えるためには、2045年度以降の将来推計を⾏い、より⻑期の将来動向を⽰すことが
重要であろう。また、本研究では、教員数の将来推計において、⽣産年齢⼈⼝教員⽐や退職教員数、新規教員採
⽤数を考慮しなかったが、これらを考慮した将来推計を⾏うことでより実態を踏まえた推計に改善できる可能性
もある。
さらに、近年わが国では将来技能１号・２号制度の創設などに関する政策変更が⾏われていることから、このよ
うな外国⼈受け⼊れ拡⼤に対応した推計を⾏うことで、グローバル化に対応した教育制度の持続可能性の議論に
資するシミュレーションが提⽰できる可能性もある。これらについては今後の課題としたい。
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表３：⼩学校児童数の将来推計結果

出典：筆者推計
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表４：中学校⽣徒数の将来推計結果

出典：筆者推計
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表５：2018年度から2023年度の⼩学校該当教員数増減⽐
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出典：筆者推計
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表６：⼩学校教員数の将来推計結果

出典：筆者推計
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表７：2018年度から2023年度の中学校該当教員数増減⽐
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出典：筆者推計
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表８：中学校教員数の将来推計結果

出典：筆者推計
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表９：⼩学校における教員⼀⼈当たり児童数の将来推計結果
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出典：筆者推計
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表１０：中学校における教員⼀⼈当たり⽣徒数の将来推計結果
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出典：筆者推計
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図４：⼩学校児童数の推計
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出典：筆者推計


